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所有権付タイムシェア
不動産売買
モデル契約書
	【注意事項】

本モデル契約書はあくまでも、今後の活用の土台となるもにとどめているため、このまま利用することはできない。利用に際しては、必ず利用する事業者にて内容の確認・修正・追記等を行い、リーガルチェックを受けておく必要がある。
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別紙1 物件の表示
（※ その他必要に応じて適宜別紙を追加のこと）
所有権付タイムシェア
不動産売買モデル契約書
○○○○○（以下「甲」という）と○○○○○（以下「乙」という）は、後記表示の物件の売買に関して、不動産売買契約を締結する。
第 1 条 （契約の目的）
甲には○○クラブ○○号棟○○号室（以下「本物件」という）の一口分の売買に関して下記の権利が付与されるものとする。

(1) 建物：特定客室の専有部分の所有権と、建物全体の共有部分の共有持分

(2) 土地：建物専有面積に応じた共有持分
第 2 条 （売買代金の内訳およびその他授受される金銭）
売買代金：

内訳：

乙は、本物件を上記の代金にて甲に売渡し、甲はこれを買受けた。

支払方法等：手付金、内入金、残代金、ローン借入金の金額及び支払い時期については、契約及び規約等に基づく契約金及び売買代金等の支払い内訳に定める。

この他に、授受される金額として、手付金、登記料、固定資産税等、公租公課負担、印紙代、ローン諸経費、営繕充当金、等の金額があるが、甲はこれらを支払うこととなる。
第 3 条 （売買対象面積）
1. 本物件の売買は、実測面積（建物については壁その他区画の中心線による算定した実測面積）によるものとし、公簿面積が実測面積と相違しても甲及び乙は互いに売買代金の増減を請求しないものとする。
2. 建物については改良等設計変更のため、建物面積の軽微な増減の発生に対して、甲は異議を唱えず、甲及び乙は互いに売買代金の増減を請求しないものとする。

第 4 条 （売買代金の支払方法等）
1. 甲は本契約締結と同時に標記手付金（金○○円）を乙に支払い、乙はこれを受領するものとする。但し、本契約締結以前に甲が乙に支払った申込証拠金があるときは、本契約締結と同時に手付金の一部に充当するものとする。

2. 甲は標記内入金支払い期日までに、乙の指定する場所に持参もしくは乙の指定口座に振込みにて支払うものとする。

3. 乙は建物の共有持分権移転の登記申請及び引渡しが可能になったとき、残代金支払日を指定しその7日前までに甲に通知するものとする。

4. 甲は標記残代金を標記支払い期日までに、乙の指定する場所に持参もしくは乙の指定口座に振込みにて支払うものとする。

5. 標記手付金は残代金支払いの際に無利息で売買代金の一部に充当するものとする。

6. 売買代金の支払いは、下記のとおりとする。

(1) 第一回中間金　金○○円　△年△月△日

(2) 第二回中間金　金○○円　△年△月△日

(3) 残金　金○○円　△年△月△日

(4) 摘要
第 5 条 （エスクローサービス）
乙が開発中の建物の区分所有権を甲に売却する場合に、甲が希望した場合には、エスクローサービスを活用することとする。利用する場合には、下記の手順に従うものとする。

1. 乙とエスクロー代理人との間に、エスクロー契約書を締結する。
2. エスクロー契約書は不動産売買契約書と共に、乙及び甲のエスクロー指示を含む。これらの指示は、譲渡契約書にしたがってプロジェクトの建設完了時に不動産が乙に譲渡されるまでは取引は完了しないものとする要件を含む、売買最終手続完了のための手順のほか、各購入者の資金、手形、その他書類の取扱いに関する指示を明確にしている。購入合意書に署名することにより、甲はかかるエスクロー指示を承諾および合意する。

3. 下記の事項が成立するまでは、乙もしくは他の販売代理人の利益のため、本文書に記載もしくはエスクロー合意書の記載に相反する事項にかかわらず、甲の資金、流通証券、または購入資金約定を、乙もしくはいずれかの販売代理人もしくは他社にわたすことはできない。
(1) 甲が不動産売買契約書に署名してから8日間が経過した

(2) 甲が重要文書を受け取ってから8日間が経過した

(3) 上述の8日間の期間の最後の日より5日後

(4) 上述のどちらかの8日間以内の日付の消印が押印された解約通知を甲から受領しなかったこと、及びそれ以外にも前述のどちらかの8日間の間に甲から解約通知を受領しなかった旨の宣誓供述書を、乙がエスクロー代理人に送達する

(5) 権原が、包括的担保権が全くついていない状態で譲渡される

4. 売買最終手続が完了することなく、甲の資金、流通証券、及び購入資金約定がエスクローから解放されるのは、以下の場合のみである。
(1) 甲又は乙が有効な解約通知を出す場合、解約通知の受領から15日営業日以内に全て甲に返還される。
(2) 甲又は乙が本契約の条項に従って合意書を適切に取り消す場合、又は予約合意書を取り消す場合は全て引き渡される。
(3) 甲が本契約に基づく購入者の義務を履行しなかった場合、全て引き渡される。
第 6 条 （手付金の保全措置）
乙は、売買代金のうち、乙が、売買等契約締結時より引渡時までに受領した金員（以下、「手付金」という）を保全することとする。保全方式は、保証委託契約の締結によってである。（宅地建物取引業方第41条、第41条の2）
第 7 条 （ローン利用の特例）

1. 甲は本物件の売買代金の一部支払いに充てる為、乙の提携ローン制度（以下ローン）により、乙の指定する提携金融機関から標記借入金を借受ける場合には、本契約締結後遅滞なくその提携金融機関との間に金銭消費貸借契約を締結し、かつこれに付帯して保証会社（以下丙という）との間に保証委託等契約を締結するものとする。

2. 甲は前項所定の借入金を借受けるために必要な一切の書類を、丙の指定する日までに丙、または丙の指定する者に提出しなければならないものとする。

3. 甲の責に帰すことのできない事由により、第１項所定の金銭消費貸借契約が成立しないとき、又は乙が甲に代わって第１項の借入金を受領できないときは、本契約は当然その効力を失うものとし、乙は甲から既に受領した金員を無利息にて甲に返還するものとする。但し、当該ローンの申込手続に要した金員については返還しないものとする。

4. 甲は、ローンの借入申込みが不承認となったときであっても、乙の承諾を得てローン以外の資金で購入する場合は、本契約は解除されることなく継続されるものとする。
第 8 条 （費用負担）
1. 甲および乙は、甲および乙が保有する本契約書に法令所定の印紙を貼付するものとする。

2. 本契約書に貼付する印紙の費用は、甲乙各々その半額を負担するものとする。

3. 本契約が解除その他の事由によって消滅したときにも、甲は本契約に基づいて既に支出した費用等を乙に請求しないものとする。
第 9 条 （危険負担）
1. 天候の不順、施工上の事由、その他の事由により工事が遅延し、本物件の引渡しが遅延するおそれがある場合、乙はあらかじめ引渡し時期および売買代金の支払い期日を変更する旨を書面により通知するものとし、甲は乙に対し何ら異議を申し立てないものとする。

2. 本物件の全部又は一部が、引渡し日前に天災地変その他当事者の責に帰すことのできない事由により滅失又は毀損して本契約の履行が不可能となったときは、互いに書面により通知して、本契約を解除することができるものとする。本契約が解除されたとき、乙は、甲に対し、受領済みの金員を無利息にて○○日以内に返還するものとする。

3. 毀損の場合は、乙は自己の負担においてこれを当初の設計どおり修復して甲に引渡すものとし、修復に要する期間だけ登記申請及び引渡し日及び本件貸借権の存続期間が延期されることについて、甲は乙に異議を申し立てないものとする。

4. 前号の毀損の程度が甚大で修復に多額の費用を要する、又は多大なる時間がかかる場合は、前号規定に拘らず乙は本契約を解除して、甲に対し受領済みの金員を無利息にて○○日以内に返還することとする。

5. 乙は、本物件の引渡しまでは物件保全に関する一切の責任を負うものとする。
第 10 条 （通知義務）
甲は住所、氏名もしくは名称を変更したとき、一身上に変動を生じた時、あるいは本契約に重大な影響を及ぼす事実が発生したときはすみやかにその旨を書面をもって乙に通知するものとし、甲がこれを怠った為に乙が被る一切の損害は甲が負担するものとする。
第 11 条 （債務不履行による契約の解除等）
1. 甲が中間金（中間金のない場合は残代金）の支払いを遅滞しているときは、乙は、30日以上の期間を定めて書面によりその履行を催告し、なお履行がないときは、契約を解除することができる。この場合、乙は、甲がすでに支払った手付金を違約金とみなし返還しない。なお、違約金に関し、現に生じた損害額の多寡を問わず、甲に違約金の増減を請求することができない。

2. 甲より乙に中間金（中間金のない場合は残代金）が支払われた後に、甲乙の一方に本契約の不履行があったときは、各々その違反したる相手方に対して、30日以上の期間を定めて書面によりその履行を催告し、なお履行がないときは、本契約を解除することができる。

3. 甲の違約によって本契約が解除されたときは、甲は違約金を支払い、かつ甲の責任と負担において利用していた物件を原状に回復し、すみやかに乙に明け渡し、メンバーシップと付帯契約（施設利用権等）はキャンセルされるものとする。

4. 前項の場合、乙は甲に受領済の金員から違約金相当額を控除した残高を無利息にて返還する。ただし違約金相当額が受領済の金員を上回るときは、甲は乙にその差額を支払うものとする。

5. 乙の違約によって本契約が解除されたときは、乙は甲に受領済の金員を無利息にて返還するとともに、違約金を支払うものとする。
第 12 条 （遅延損害金）
甲が本契約に基づいて乙に支払うべき金員を乙の指定した日までに支払わないときは、甲は乙に対し当該支払うべき金員に対し支払いをなすべき日の翌日から支払完了日までの間、遅延損害金を支払うものとする。
第 13 条 （付帯契約等）
1. 甲は本契約と同時に○○クラブ入会契約、管理規約、施設相互利用契約書等を別途締結するものとする。

2. 前項の入会契約が締結できないことが明確になった場合本契約はその効力を失い、乙は甲より既に受領済の金員を無利息にて甲に返還するものとする。

3. 本契約の履行に、付帯契約の締結と遵守は不可欠であり、付帯契約に違反があった場合には、違約金を請求することとなる。
第 14 条 （重要文書）
1. 甲は本契約を締結する前に、以下の文書の写しを受け取る。

(1) 不動産契約書の完全な写し

(2) 約款・条件と成約・権利義務設定文書

(3) 協会の基本定款および規則規程、クラブ予約規則

(4) クラブ・メンバーガイド；内容開示文書

（※ 以上は一例であり、事業者により異なる）

2. これらはすべて、甲の権利と義務を説明する重要な文書である。不動産売買契約書締結前、または8日間のクーリングオフ期間が終了する前に、甲はこれらの文書を慎重に確認することとする。
第 15 条 （文書への変更）
1. 乙は、準拠書類を変更する一定の権利を有するが、都度クラブ会員に通知する義務を負うものとする。

2. クラブ会員による理事会は、変更事項に対して意見することが可能であり、○/○の書面による支持により決定を変更することができることとする。
第 16 条 （理事会）
本契約の締結と同時に、甲はオーナーとしての投票権を得ることになる。所有者からなる理事会は、本契約の売買目的の行使を長期間脅かされる事項が発生した場合に乙に意向を伝える権利を有する。これに当てはまる事項の中には、付帯施設の除去、長期間に及ぶ大規模修繕、権利の消滅等に係る事項を含むが、これらに限らない。
第 17 条 （相互解除条項）
甲又は乙はその相手方が本契約の履行に着手するまで、つまり所有権登記を完了し、クラブのメンバーシップを付与されるまでであれば、甲は標記手付金を放棄し、乙は標記手付金を甲に返還しかつ標記手付金と同額の金員を甲に提供することにより、各々本契約を解除することができるものとする。
第 18 条 （クーリングオフ期間）
1. 宅地建物取引業法第37条の2により、甲は、申込撤回または契約解除できる旨の告知を受けた日より８日間以内に、書面による申込撤回または契約の解除ができる。解約通知は、契約書記載の相手方の住所に郵送、もしくは届けられた時点で有効となる。乙は、申込みの撤回又は売買等契約の解除に伴う損害賠償または違約金の支払いを請求しない。手付金その他の金銭が支払われている場合には、乙は滞納なくその金額を返還するものとする。

2. 必要な情報開示が乙によって行われなかった場合には、クーリングオフ期間の延長が認められる。
第 19 条 （契約解除に関する事項）
1. 甲又乙は、甲より、海外移住、高度の疾病等、社会通念上利用することが困難になった等の理由で、本契約解除の申し出があった場合には、双方協議のうえ本契約を解除できるものとする。

2. 契約で定める分離・分割譲渡の禁止の条項違反の場合には、乙は、違約金として、償却保証金を没収することができるものとする。
第 20 条 （口数）
甲および乙は、本物件において、後記○○分の1の共有持分を売買の単位1口と定義する。尚、甲は共有持分1口を共有名義で購入することはできないものとする。また、相続・譲渡等により持分が1口未満になった場合、本施設の利用ができなくなる場合があることを承諾するものとする。（別紙1「物件の表示」を参照）
第 21 条 （共有部分）
1. 土地および建物ならびに付属施設の共用部分は、区分所有者全員の共有に属するものとし、これらの共有持分は、建物の専有部分の総床面積に対して、甲が所有する専有部分の床面積の割合による。

2. 甲は、本物件の敷地および建物共有部分の持分を、建物専有部分の区分所有権と分離して処分してはならない。また、敷地および建物共有部分の持分について分割請求できないものとする。甲が前項に違反した場合は、乙は別途、施設相互利用契約書で定める償却保証金を違約金として没収することができるものとする。
第 22 条 （登記手続）
1. 乙は売買代金および諸費用全額を甲から受領すると同時に、土地については甲への所有権移転登記手続きを、また建物については直接甲名義で建物表示・所有権保存登記手続きを開始するものとする。

2. 建物の表題登記、保存登記申請については乙が一括してこれを行う。保存登記完了後、本物件の共有持分移転登記申請は、乙が第2条所定の売買代金全額を甲から受領後に乙から甲へ行うものとし、甲は当該登記申請手続に協力するものとする。尚、建物の表題登記及び共有持分移転登記並びにそれらに要する一切の費用は甲の負担とするものとする。

3. 行政上の措置、その他やむを得ない事由によって本条所定の登記申請手続が遅延する場合には、甲はこれに対しなんら異議を申し立てないものとする。

4. 登記手続きは、乙が指定する司法書士に依頼するものとする。
第 23 条 （委託による権利の保全）
乙は、乙に残存する物件の所有権を倒産隔離するために、特別目的会社に所有権を移転させる又は自己信託することとする。
第 24 条 （所有権の移転および引渡し）

1. 乙は甲が売買代金並びに売買代金以外に授受されるべき金員の全額の支払を完了した後、甲はクラブ会員として登録され、本物件を甲に引渡すものとする。

2. 乙は、本物件の引渡し日の現状有姿のまま甲に引渡すものとする。
3. 甲は購入した所有権をポイントに換算し、実質ホテル利用者のように利用することを理解し、土地、建物又はその他工作物等の建築または築造、物品資材の搬入、または土地の形状変更はしないものとする。また、施設の改良、新設・増設、部材の取替、再塗装などをしないものとする。
第 25 条 （瑕疵担保責任）
1. 乙は本物件に対し所有権を制限する一切の負担を除去し、甲に対し完全なる所有権として移転することとする。

2. 乙は本物件上の隠れたる瑕疵については、前条の引渡しの日から2年間担保の責任を負うものとし、甲は、乙に対し、前項の瑕疵により生じた損害の賠償を請求することができることとする。

3. 前項にかかわらず、建物のうち、構造耐力上主要な部分または雨水の浸入を防止する部分として住宅の品質確保の促進等に関するものに隠れた瑕疵（構造耐力または雨水の浸入に影響のないものを除く）があるときは、乙は甲に対し、建物が新築工事請負契約に基づき施工会社から乙に引渡された日から10年間に限り担保責任を負うものとする。

4. 前項に定める乙の担保責任にもとづき、甲がその権利を行使するには引渡完了日から2年間を除き、甲が瑕疵を知ったときから1年以内に請求することを要す。

5. 前項の表記瑕疵の責任期間起算の時が、「住宅新築請負契約の請負人から乙への引渡しの時」の場合で、本契約締結時に建物未完成（乙への未引渡し）のため、その日付を明記できないときは、乙は、甲に対し、本物件の引渡し完了日までに当該引渡しの時を通知することとする。

6. 乙は、甲に対し、本契約締結時に第2項の瑕疵の存在を知らなくても、本条の責任を負うが、甲が本契約締結時に第2項の瑕疵の存在を知っていたときは、乙は本条の責任を負わないこととする。

7. 引渡し完了後に発生した乙の責に帰すことのできない天災地変、その他不可抗力により生じた本物件の毀損等については、乙は一切その責任を負わないものとする。

8. 甲は、保証保険を締結することを義務付けることとする。
第 26 条 （公租公課の負担）
1. 甲は本物件に係る公租公課を別途負担しなければならない。尚、公租公課の起算日は１月１日とするものとする。

2. 初年度においては、納税通知書又は請求書の宛名名義の如何に拘らず、乙から甲に本物件を引渡した月をもって区分し、その月までの分は乙、その翌月以降の分は甲がそれぞれ負担するものとし、その概算額を第24条所定の引渡日までに甲は乙に予納するものとする。

3. 前項によって甲の負担すべき公租公課について、甲が乙から請求を受けたときは、乙の指定する日までに指定された方法により、乙に支払うものとする。

4. 次年度以降の本物件に係る公租公課についは甲が個別に納付するものとする。但し、行政当局等の指導により乙が代表して納付義務を行う場合、甲は乙に従い乙の指定する方法により公租公課の納付を行うものとする。

5. 支払を滞納した場合には、甲の所有区分について管理・運営会社が差し押さえをかける権利を保持することとする。
第 27 条 （管理責任）
1. 本物件の管理責任は引渡完了日をもって乙から甲に移転するものとし、甲はその責任と負担において本物件を維持管理するものとする。

2. 本物件の使用については、付帯の施設相互利用契約、管理契約、利用規程等の別途締結した付帯契約の定めに従うものとする。

3. 甲は、本物件の管理・運営を、乙または乙が指定する業者に委託することとする。
第 28 条 （営繕充当金および積立金）
1. 甲は、本物件の良好な環境の維持と財産性の保持のため、○○年までの営繕充当金として、別途定められた金額を本契約残代金支払時に乙に一括預託することとする。

2. 乙は前項に定める営繕充当金を無利息にて預かり、計画修繕費、特別修繕費、改良修繕費および管理用車両の取替の修繕充当金及び本件建物撤去費用等として使用することができるものとする。

3. 乙は甲に対し、○○年以降、営繕充当金の再預託を請求することができる。なお、この場合の預託期間は原則として5年毎とし、営繕充当金の額は乙が事前に書面をもって甲に通知することとする。

4. クラブ規約第○○条の会員資格の譲渡により、甲が会員としての権利及び地位を失った場合、当該時点における営繕充当金の残金は、甲において当該承継人に承継させなければならないこととする。

5. クラブ規約第○○条の相続により甲が会員としての権利及び地位を失った場合、当該時点における営繕充当金の残金は、甲の会員としての権利及び地位の相続人がこれを承継することとする。

6. 甲は毎年営繕積立金として別途定められた金額を乙に無利息で預託し、営繕充当金にあてる。乙は、営繕積立金については○○年を第1回目の改定として3年毎に改定することができるものとする。

7. 乙は甲より預かった営繕充当金の使い道を毎年開示する義務を負うものとする。
第 29 条 （管理・運営会社の後任指名）

本物件の管理・運営を行う業者との契約が何らかの理由で終了した場合に備え、乙は後任の管理・運営業者を指名する権利をもつこととする。
第 30 条 （施設の運用）
1. 乙は、施設の効率的運用を図るため、会員の利用権に支障のない範囲で、客室および施設並びに相互利用施設の会員以外の第三者に利用させることができるものとする。

2. 乙は、クラブ対象客室外の客室および所有するレストランをもって、ホテル業、レストラン業（婚礼・宴会を含む）、を一般営業することができるものとする。

3. 乙は、施設のフロント、大浴場、リラクゼーションスパ、駐車場、庭園等およびそれらの付帯施設を乙が認めた第三者に利用させることができるものとする。

4. 乙は、本クラブの対象客室数を、在籍会員口数を基準に1室○○口を満たす客室数とし、他の客室を、乙の責任において別途運用することができるものとする。
第 31 条 （第三者不法行為責任）
甲の利用に明確な過失がない限り、第三者に及んだ損害について甲は免責される。乙は、保証保険に入会することにより、この責任を負うこととする。
第 32 条 （買取保証）
1. 甲は第24条所定の引渡日以降、○○年目まで、乙に対し本物件の買取を請求することができるものとする。

2. 乙は甲より本物件の買取請求があった場合、規定の方法で算出された金額にて買取を行うものとする。

3. 乙は、前項に定める買取金額を、天災地変その他乙の責めに帰すことができない事由により建物の価値が大きく変動した場合、変更することができるものとする。

4. 第2項の場合、甲は乙に対し、本物件につき抵当権等の担保権、その他用益権等を除去抹消のうえ、本物件の共有持分移転登記申請を行う義務を負うものとする。尚、それらに要する一切の費用は甲の負担とするものとする。
第 33 条 （買取）
1. 本物件引渡し後に、下記各号に定める事項の一つに該当した場合、乙は甲より前条第2項に定めた買取金額にて本物件を買取ることができるものとする。

(1) 甲がクラブ規約・管理覚書等に違背し、他の利用者の利用を阻害し、乙の改善勧告に応じない場合

(2) 甲が除名された場合

(3) 甲がローンの返済を滞納し乙の催告に応じない場合

2. 前項の場合、甲は乙に対し、本物件につき抵当権等の担保権、その他用益権等を除去抹消のうえ、本物件の共有持分移転登記申請を行う義務を負うものとする。尚、それらに要する一切の費用は甲の負担とするものとする。
第 34 条 （相続）
1. 甲が死亡した際の相続人は、乙の承認を経て、原則として、その協議等により選定した相続人1名に対し、会員資格を承継させる。

2. 第1項に基づき会員資格を承継する相続人は必要書類を添え、書面をもって乙に通知し、乙に所定の名義書換料を支払うものとする。
第 35 条 （権利の譲渡等）

1. 甲は売買代金全額を乙に支払うまでは、本契約に基づく甲の権利義務を第三者に譲渡してはならないものとする。

2. 本契約上の甲の権利は、権利の譲受人が規約にしたがいメンバーとして当該権利を取得する限り、譲渡することができ、その場合には本契約上の権利は全て当該譲受人に移転するものとする。これ以外の方法による本契約上の権利の譲渡又は移転は認められないこととする。

3. 甲は、本物件を他へ譲渡する場合には、事前に乙の書面による承諾を得るとともに譲受人に対し覚書及びクラブ規約に基づく甲の地位を承継させなければならない。また譲渡にあたっては会員資格と同様の資格制限を設けることとする。
第 36 条 （賃借する場合）

甲は、家族や友達やゲストのため、所有権（所有ポイント）を使用することが可能であり、使用する人の名前で予約がされれば、乙に了解を得る必要はないものとする。甲は乙に対し、甲の同伴者又は甲の承認した利用者が、施設を利用した際に負担した債務を連帯保証し、当該利用者と連帯してこれを支払うこととする。
第 37 条 （除名）
1. 乙は、甲に対し規約に規定されている除名事由がある場合には、予めその事由について弁明を聴したうえ、除名、退会勧告の処分をすることができるものとする。

2. 前項の場合には、乙は会員資格保証金相当額を違約金として甲に請求することができるものとする。
第 38 条 （容認事項）
甲は、下記各号に定める事項を容認し以後これにつき乙に対する異議の申し立て若しくは金銭の要求をしないものとする。

（※ 内容は事業者に依拠する）
第 39 条 （代理権の範囲）

○○株式会社が（親会社）の代理人として具備する代理権の範囲は次の通りとし、甲はこれを承諾するものとする。

(1) 売買契約及びこれに付帯する契約締結業務

(2) 売買代金等の金銭受領及び精算業務

(3) 共有持分移転登記等の申請及び引渡し業務 等
第 40 条 （管轄裁判所）

1. 本契約について紛争が生じたときは、乙の本社の所在地の裁判所をもって管轄裁判所とすることを、甲及び乙は予め合意するものとする。

2. 本契約は日本法に準拠し、日本法に従って解釈されるものとする。
第 41 条 （信義誠実の原則）
本契約に定められていない事項については民法及びその他関係法令ならびに取引の慣行に従い、甲、乙協議のうえ誠意をもってこれを処理するものとする。また、本契約に関して、甲が乙と交渉をなすときは、甲本人によらなければならないものとする。ただし、弁護士資格を有する者、あるいは、乙が認めた代理人によるときは、この限りではない。
第 42 条 （広告宣伝における免責事項）
甲は、広告、マーケティングまたはその他の資料に表示されているものと異なる資材、備品、家具、電気器具および据付器具を代用する権利を留保するものとする。
第 43 条 （特約のないことの確認）
本契約については、甲乙双方、以上の事項以外なんら特約のないことを確認する。
第 44 条 （完全合意）
本契約文書には、甲と乙との間の完全合意が記載されていることとする。契約文書に記載のない事柄は、任意の当事者が口頭で述べたとしても、当合意の一部ではないものとする。
第 45 条 （権利の保証）
乙は本物件について、付帯契約を除いた権利である地上権・地役権・質権・抵当権または賃借権の設定、その他甲の所有権の行使を阻害する一切の権利が存在しないことを甲に保証することとする。
＜条文以上＞
本契約を証するため正本2通を作成し、甲および乙が各１通を保有する。
○○年○○月○○日

（甲）

　　　　　　　　　　　　　　

（乙）
　　　　　　
（別紙1）

物件の表示
（※ 内容は事業者に依拠する）
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